スコットランドにおける分権改革の再検討 by 石見 豊












ている。2007 年 5 月の第 3回スコットランド議会議員選挙において，長年，
スコットランドの英国からの分離・独立を主張してきたスコットランド民族
党（Scottish National Party: SNP）が第一党となり政権を率いることになった。
ただし，この時点では，SNPの勢力は議会の過半数に届かない単独少数政









現時点（2012 年 6 月現在）では分からないが，今後しばらくの間は，この分離・




















　まず，1999 年の分権改革の内容から振り返り，2007 年 5 月までの 8年間
におけるスコットランド政治の争点，分権改革の影響などについて再検討す
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1872 年 スコットランド教育部（Scotch Education Department）の設置。
1885 年 スコットランド省（Scottish Office）の設置。
1934 年 スコットランド民族党（SNP）の創設。





1975 年 スコットランド開発庁（Scottish Development Agency）の設置。
1978 年 1978 年スコットランド法（Scotland Act 1978）の成立。
1979 年 スコットランドおよびウェールズで分権（権限委譲）に関する住民投票
を実施し，否決される。
1989 年 スコットランド憲政会議（Scottish Constitutional Convention）の結成。
1990 年 『スコットランド議会へ向けて（Towards Scotland’s Parliament）』の発表。




1998 年 1998 年スコットランド法（Scotland Act 1998）の成立。
出典： リチャード・キレーン（岩井淳・井藤早織訳）『図説・スコットランドの歴
史』彩流社，2002 年，pp. 11–20，ならびに，Kellas, J. G., The Scottish Political 
System, 4th ed., Cambridge: Cambridge University Press, 1989, p. 32を基に筆者作成
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97 年の住民投票を経て，スコットランドでの分権改革は実現し，上記のよ

































【図表 2】スコットランド行政府の組織と公的機関（2012 年 6月 1日現在）
出典：http://www.scotland.gov.uk/About/People/Directorates
http://www.scotland.gov.uk/Topics/Government/public-bodies/about

























































　1999 年から 2003 年の第 1期目の議会における最も有名な政策としては，
高齢者ケアの無料化を挙げることができる。まず，高齢者ケアの意味につ
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額免除することになった 21）。
















































出典： The Scottish Parliament Information Centre, SPICe Briefing Local government 
elections 2012, 12/38, 8 June 2012, p. 7




　上記のように，2007 年 5 月に第 3回スコットランド議会議員選挙が実施
され，スコットランド民族党が 47 議席を獲得して第 1党となった。ただし，


































（1999 ～ 2000 年）注
第 2期議会
（2003 ～ 2007 年）
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ところ（2012 年 6 月現在），この改革は実現していない 30）。
（2）第 4回議会議員選挙の結果と英国からの独立に向けた動き
　SNPは，第 3 回議会議員選挙において政権獲得後，2007 年 8 月に『ス
コットランドの未来の選択：民族の対話：現代社会における独立と責任
（Choosing Scotland’s Future: A National Convention: Independence and 

























おけるスコットランドと連合王国（Serving Scotland Better: Scotland and the 









　第 4 回スコットランド議会議員選挙は，2011 年 5 月 5 日に実施された。
SNPの獲得議席数に関心が集まったが，SNPは第 3回選挙での議席数を大
きく上回って 69 議席を獲得して第一党の座を守った（23 議席増）。第二党
は労働党で 37 議席（10 議席減），第三党は保守党で 15 議席（2議席減）であっ
た。最も議席数を減らしたのは，第四党となった自民党で 11 議席減らして
5議席になった。SNPは大方の予想以上の大躍進と言えた（図表 5参照）。
̶  18  ̶
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【図表 5】スコットランド議会議員選挙の結果




























































































ランド新議会選挙―」（『自治総研』第 249 号，地方自治総合研究所），1999 年。
北村亘「英国における権限移譲改革」（『甲南法学』第 41 巻第 3・4 号，2001
年）。英語文献では，Bogdanor, V., Devolution in the United Kingdom, Oxford: 
Oxford University Press, 1999. Lynch, P., Scottish Government and Politics: 
An Introduction, Edinburgh: Edinburgh University Press, 2001. Pilkington, C., 
Devolution in Britain today, Manchester: Manchester University Press, 2002.
 2） スコットランド議会設置後の動向について紹介する邦語文献としては，山崎幹
根・自治・分権ジャーナリストの会『スコットランドの挑戦と成果―地域を変
えた市民と議会の 10 年―』イマジン出版，2010 年。山崎幹根『「領域」をめ
ぐる分権と統合―スコットランドから考える―』岩波書店，2011 年。英語文
献では，Keating, M., The Government of Scotland: Public Policy Making after 
Devolution, Edinburgh: Edinburgh University Press, 2005. Bromley, C., Curtice, 
J., McCrone, D. and Park, A. (ed.), Has Devolution Delivered?, Edinburgh: 
Edinburgh University Press, 2006. McGarvey, N. & Cairney, P., Scottish Politics: 









えたからであった（Lynch 2001 p. 13）。
 4） グレーター・ロンドン・オーソリティー（GLA）の設置の是非をめぐる住民投




 5） 2012 年 5 月 3 日，イングランドの 10 の都市で首長の直接公選制導入の是非を
めぐる住民投票が実施された。そもそも首長の直接公選制は，ブレア労働党
̶  23  ̶
スコットランドにおける分権改革の再検討（石見）
政権下で 2000 年地方自治法によって制度化され，その時点では 40 の自治体で
導入をめぐる住民投票が実施され，そのうち 14 自治体で可決された。ただし，
そのほとんどは小規模都市であった。その後，2010 年 5 月に誕生した連立政権
は，直接公選制の導入に積極的であり，2011 年地域主義法において 12 の大都
市で，住民投票を行う計画が盛り込まれた。このうち，レスター市とリバプー
ル市では，住民投票を実施しないで，議会の議決だけで導入を決定したので，






ドン事務所「マンスリートピック」2012 年 3 月臨時号，pp. 5–6，参照。
  http://www.bbc.co.uk/news/uk-england-yorkshire-17924410（アクセス日：2012
年 6 月 23 日）














 7） 1979 年のスコットランド，ウェールズにおける分権の試みの背景・要因などに
ついては，邦語文献では，佐藤滋「スコットランド，ウェールズへの財政権限
委譲論議の歴史的源流：1968 ～ 77 年―領域政治の台頭と中央＝地域＝地方財
政関係―」（『自治総研』通巻 378 号，2010 年 4 月号）が詳しい。
 8） 1979 年の分権化の試みは，SNPを中心とする動きであった。この失敗を教訓
として，つまり，単独の政党による政治運動ではなく，党派を超えた広範な市
民運動を展開する必要があった。そこで結成されたのがスコットランド憲政会








としている。職員数は 100 名，年間予算約 800 万ポンド（2011 年度予算で）の
小規模組織である。憲法問題省（the Department for Constitutional Affair）の
設置に伴い，同省の管轄下に入ったが，同省が司法省（the Ministry of Justice）
に改組されたため，現在では司法省の管轄下にある。ただし，司法省本体とは
明確に区別される存在である（Lynch 2001 p. 132）。
 10） 国家公務員は，伝統的に 2つのタイプに分かれる。1つは，大ブリテン島（イ
ングランド，スコットランド，ウェールズ）で勤務する内国公務員制度（Home 
Civil Service）であり，もう 1つは，北アイルランドで勤務する北アイルラン
ド公務員制度（Northern Ireland Civil Service）である。両者は統計上などで
明確に区別される。また，外交官についても内国公務員制度に入れないのが
一般的である。Rhodes, R. A. W., Carmichael, P., McMillan, J. and Massey, A., 
Decentralizing the Civil Service: From Unitary State to Differentiated Polity 









Mitchell, J., Governing Scotland: The Invention of Administrative Devolution, 
Hampshire: Palgrave Macmillan, 2003 の第 2 章「スコットランド中央行政機構
の起源」が詳しい。
 12） 1990 年代における地方自治制度の再編成については，保守党のマイケル・ヘー
ゼルタインに負うところが大きい。ヘーゼルタインは，サッチャーの退陣後，
1990 年に環境大臣の職に返り咲くと，地方自治の構造改革に情熱を燃やし，地
方自治体の 1層制化を強力に推し進めた。同氏の下で 1991 年に作成された白
書に基づいて，地方自治の新しいパターンを検討するためにイングランド地方
自治委員会（the Local Government Commission for England）が 1992 年に設置






ことになった。Chandler, J. A., Local government today, 3rd ed., Manchester: 

















Development Agencies: RDAs）のモデルとなったものであった。Rich, D. C., 
“The Scottish Development Agency and the Industrial Regeneration of Scotland”, 
in American Geographical Society, Geographical Review, Vol. 73 No. 3, JSTOR, 
1983 July, p. 271. Moore, C.&Booth, S. “The Scottish development agency: Market 
consensus, public planning and local enterprise”, in Local Economy, Vol. 1, 
Taylor & Francis, 1986 March, p. 7.








̶  26  ̶
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 17） 堀真奈美『保健医療分野における VFMとアカウンタビリティの確保に関する
研究―イギリスの NHS・ソーシャルケア改革を事例として―』会計検査院調査
課，2011 年 3 月，p. 28，参照










 21） McGarvey, N. & Cairney, P., Scottish Politics: An Introduction, Hampshire: 
Palgrave Macmillan, 2008, p. 206.
 22） マックスウェル議員の提案が法案化される過程について若干詳しく述べると次
のようなものであった。政府提出法案ではなく議員提出法案であったため，非
政府法案室（the Non-Government Bills Unit）が法案づくりを援助した。同法案は，
保健委員会（the Health Committee）で 7回にわたって委員会が開かれ審議さ
れ，その間に 323 の文書での意見が寄せられた。Ibid, p. 96. Cairney, P., “Using 
Devolution to Set the Agenda? Venue Shift and the Smoking Ban in Scotland”, 
British Journal of Politics and International Relations, Vol.9, 2007, pp. 73–89
 23） McGarvey & Cairney 2008 p. 208.
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革等の動き」（『立法と議会』第 321 号，2011 年 10 月号），p. 81，参照







た。Scottish Parliament, SPICe briefing, 8 May 2007.
 26） 自民党の英国の統治のあり方に関する基本方針は，欧州連邦（a federal 
Europe）の中において英国が連邦的な形態の連合王国（a federal United 
Kingdom）として位置することであった。また，自民党は，党運営におい
ても連邦制的な形態を採用していた。英国自由民主党（the British Liberal 
Democratic Party）は，イングランド，スコットランド，ウェールズの各自民
党の連合体（a federation）である（Keating 2005 p. 60）。
 27） スコットランド政府と英国政府のフォーマルな関係の舞台としては，英国政府
と 3つの地域政府（スコットランド，ウェールズ，北アイルランド）の代表者
で構成する合同閣僚会議（Junior Ministerial Committees: JMCs）が挙げられる。
ブレア政権時代には，ブレアが JMCsに熱意がなかったため，ほとんど開催さ













 30） 2009 年 2 月 11 日，スコットランド政府のジョン・スウィニー財務大臣は，地
方所得税の導入案を廃案にしたと発表した。これに先立つ 2009 年 1 月，スコッ
トランド政府が提案した 2010 年度の予算案がスコットランド議会に否決され
るという事件があった。野党との交渉の結果，当初の予算案を部分的に修正し












 33） The National Conversation, Your Scotland Your Voice: A National 






した。小論執筆の最終段階になって，2012 年スコットランド法（Scotland Act 







府の歳入になる。この改正は，2016 年 4 月より実施される。自治体国際化協会
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